
 

 

 

１．研究助成事業の状況 

（１）事業概要 

本財団の目的である『地球環境に配慮した持続可能な世界の実現に向けて期待される科

学技術分野における研究開発への助成等を行うことにより、科学技術全般の一層の発展を

図り、もって国民生活の向上と安定に寄与すること』を実現するため、2026 年度助成金（助

成期間が 2026 年 4 月から 2027 年 3 月）を行いました。 

（２）スケジュール 

募集期間   2025 年 8 月 1 日から 2025 年 10 月 31 日 

選考結果公表 2025 年 12 月 

助成金交付  2026 年 4 月 

（３）募集要項概要 

・対象研究 

 SDGs に掲げる課題解決に役立つ、地球環境に配慮した持続可能な世界実現に向けて期

待される素材技術分野における研究 

・応募資格 

 日本の大学、その他公的研究機関に在職し、主体的に研究を行っている研究者で、本財

団に結果の報告書を提出可能な方 

・助成金額 

 １件あたり上限 100 万円、助成件数は 5 件程度 

（４）支給実績・助成対象者（順不同・敬称略）   助成金額 500 万円 

 氏名 所属 研究テーマ 

1 藤井秀司教授 
大阪工業大学 

工学部応用化学科 
粉体状水系接着剤の開発 

2 LI FENG 助教 
北海道大学大学院工学研究院 

応用化学部門 

中性な有機分子触媒とメカノケミストリ

ーの融合による温和かつ効率的なプラス

チックのケミカルリサイクル法の開発 

3 今村和也講師 

高知大学 

教育研究部 

総合科学系複合領域科学部門 

水酸化物光触媒薄膜を使った植物由来バ

イオマスからギ酸への変換反応 

4 近藤瑞穂准教授 
兵庫県立大学大学院 

工学研究科 

Side-on 型光反応性高分子液晶を用いた

光配向性異方性材料の開発 
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5 角田雄亮准教授 

日本大学 

理工学部 

物質応用化学科 

層間設計 LDH 触媒によるポリカーボネ

イトのケミカルリサイクル基盤技術の開

発 

（５）選考手続き 

 各選考委員が選考基準に基づき評価し、助成対象者の候補者を選考委員会で審議を行い、

理事会の決議により決定します。なお、選考委員が応募者と特別の利害関係を有する場合

には、選考に加わることができない体制としています。 

（６）広報活動 

 助成金募集要項と申請書をホームページで公開するとともに、助成対象研究領域と親和

性が高いと考えられる大学等に募集要項を送付するなど、本財団の活動を広く認知いただ

けるよう広報活動を行いました。 

 

 

２．会議に関する事項 

（１）理事会 

当事業年度においては定時理事会 2 回、臨時理事会 2 回、合計 4 回の理事会を開催し、

決議事項 9 件・報告事項 2 件の審議を行いました。 

・第 1 回定時理事会の開催 

日時：2025 年 7 月 30 日 

【報告事項】 

第１号報告 代表理事の職務執行状況の報告 

【決議事項】 

第 1 号議案 第 4 期（2024 年度）事業報告書について 

第 2 号議案 第 4 期（2024 年度）計算書類について 

第 3 号議案 理事候補者・監事候補者・評議員候補者の選任について 

第 4 号議案 代表理事の予選について 

第 5 号議案 定時評議員会の開催及び議案について 

 

・第 2 回理事会の開催（決議の省略） 

日時：2025 年 12 月 10 日 

【決議事項】 

第 1 号議案 2026 年度助成金の交付対象者の決定について 

  



 

・第 3 回理事会の開催（決議の省略） 

日時：2026 年 3 月 24 日 

【決議事項】 

第 1 号議案 寄附金受入について 

 

・第 4 回定時理事会の開催 

日時：2026 年 5 月 26 日 

【報告事項】 

第１号報告 代表理事の職務執行状況の報告 

【決議事項】 

第 1 号議案 第 6 期の事業計画と収支予算等について 

第 2 号議案 2027 年度助成金の募集要項について 

 

（2）評議員会に関する事項 

 当事業年度において定時評議員会 1 回開催し、決議事項 3 件の審議を行いました。 

・第１回定時評議員会の開催 

日時：2025 年 8 月 19 日 

【決議事項】 

第 1 号議案 第 4 期（2024 年度）事業報告書の報告について 

第 2 号議案 第 4 期（2024 年度）計算書類の承認について 

第 3 号議案 理事・監事・評議員の選任に関する承認について 

 

3. 法人の運営体制の充実を図るための取組 

 本財団は、ステークホルダーの信頼確保と自律的ガバナンス強化を目的として、運営体制

の充実に向け以下の取組を実施いたしました。 

（１）外部理事・外部監事の監督機能担保のための環境整備 

本財団は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 5 条第 15 号及び

同条第 16 号に基づき、外部理事 2 名及び外部監事 1 名を選任しております。各理事は

監事と特別の利害関係を有しておりません。理事会資料は招集通知発出期限に合わせ

て事前に送付するなど、外部役員が監督機能を十分に果たせるよう努めました。 

（２）評議員選任・解任に関する透明性確保 

評議員の選任及び解任については、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す

る法律第 5 条第 10 号及び同条第 11 号に準じた規定を定款第 12 条に定めており、本財

団と密接な関係にある者ばかりが評議員に選任されることのないよう規程の整備を行

っております。 

          以上  



 

 

第 5 期の事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条

第 3 項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」に該当するものは

ありません。 
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